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入 札 説 明 書 

 

環境省自然環境局京都御苑管理事務所の「令和７年度京都御苑堤塘外周林管

理工事」に係る入札公告に基づく一般競争入札については、関係法令に定める

もののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 公告日 令和７年７月７日 

 

２ 契約担当官等   

                                                                      

  分任支出負担行為担当官 

  環境省自然環境局 

  京都御苑管理事務所長 小口 陽介 

                 

３ 工事概要 

 (1) 工 事 名     令和７年度京都御苑堤塘外周林管理工事 

 (2) 工事場所      京都府京都市上京区京都御苑内 

 (3) 工事内容      別冊図面及び別冊仕様書のとおり。 

 (4) 工  期    契約締結日から令和７年 12 月 26 日（金）まで                   

(5) 本工事は、資料の提出及び入札を電子調達システムで行う対象工事である。 

なお、電子調達システムにより難いものは、発注者の承諾を得て紙入札方

式に代えることができる。 

1) この申請の窓口及び受付時間は次のとおりである。 

・受付窓口：５に同じ 

・受付時間：９時００時から１７時００分（１２時００分から１３時００

分の間を除く。）までとする。ただし、行政機関の休日に関する法律

(昭和６３年法律第９１号)第１条に規定する行政機関の休日（土曜日、

日曜日、祝日及び１２月２９日から１月３日。以下「休日」という。）

は除く。 

  2) 電子調達システムによる手続きに入った後に、紙入札方式への途中変更

は原則として認めないものとするが、応札者側にやむを得ない事情が

あり、全体入札手続きに影響がないと発注者が認めた場合に限り、例

外的に認めるものとする。 

(6) 本工事は、受発注者双方が工程調整を行うことにより、「週休２日」を確

保した施工を実施する「週休２日制工事（発注者指定型）」の試行対象工事

である。現場施工期間内において「週休２日」を達成した場合は、工事成績
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評定の加点評価対象とする。 

  週休２日の考え方は下記のとおりである。 

ア 現場施工期間内において、週休２日を行ったと認められること（年末年

始６日間と夏季休暇３日間は除く。）。 

イ 現場施工期間内には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち工場

製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によらず現場作業

を余儀なくされる期間などは含まない。 

ウ 週休２日とは、４週８休以上の現場閉所を行ったと認められる状態をい

   う｡ 

エ 現場閉所日数とは、巡回パトロールや保守点検等を除き、現場事務所で

の作業を含めて１日を通していずれの作業も実施していない日の合計をい

う。なお、降雨等による予定外の閉所日についても、現場閉所日数に含め

るものとする。 

週休２日を達成できなかった場合、週休２日制工事として積算した労務

費等については、請負代金額の変更により減額する。 

 

４ 競争参加資格 

 (1) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）

第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。 

 (2) 環境省における自然環境共生工事に係る「Ｂ」又は「Ｃ」等級の令和７・

８年度一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更生法（平成１４年

法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、手続き開始の決定後、環境省が別に定める手続に基

づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 

(3) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生

法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者(上記(2)の再認定を受

けた者を除く。) でないこと。 

(4) 平成２１年度以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、下記に示す

同種工事を施工した実績を有すること（共同企業体の構成員としての実績

は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る）。 

なお、当該工事の実績は、評価点合計が６５点未満のものは除く。 

    経常建設共同企業体にあっては、いずれかの構成員が、平成２１年度以

降に元請けとして下記に示す同種工事を施工した実績を有すること。      

   ・同種工事：契約金額が500万円以上の、京都御苑又は京都市内の御所離宮等

の維持管理で行う伝統的な剪定技法（御所透かし等）を用いた高

木（３ｍ以上）剪定工事 
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(5) 次に掲げる基準を全て満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に配置

できること。 

    1）１級造園施工管理技士又は２級造園施工管理技士の資格を有する者で 

       あること。 

    2）平成２２年度以降、現場代理人、主任技術者又は監理技術者として、上

記４(4)に掲げる工事の経験を有する者であること（品質証明員、土木

工事品質確認技術者としての経験は除く。）。(共同企業体の技術者と

しての経験は、所属する構成員の出資比率が２０％以上の場合のものに

限る。)。ただし、発注者から企業に対して通知された評定点が６５点

以上の実績に限る。（工事評定が実施されていない実績や評定点が企業

に通知されていない実績にあっては、検査に合格したことを証明する書

類又は引渡しが完了したことを証明する書類をもって６５点とみなす。） 

3) 本工事を受注した場合において、監理技術者が必要になる工事にあっ

ては、配置予定監理技術者が、監理技術者資格者証及び監理技術者講習

修了証を有する者であること。 

4)  配置予定監理技術者と直接的かつ恒常的な雇用関係があることを証す

る資料を提出すること。 

なお、恒常的な雇用とは入札の申込み(競争参加資格確認申請)の日以

前に３ヶ月以上の雇用関係があることをいう。また、雇用期間が限定さ

れている継続雇用制度（再雇用制度、勤務延長制度）の適用を受けてい

る者については、その雇用期間にかかわらず、恒常的な雇用関係がある

とみなすが、継続雇用制度を証する資料を提出すること。提出されない

場合は競争参加資格なしとする。 

(6) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という｡) 及び競争参加資格確

認資料（以下「資料」という｡) の提出期限日から開札の時までの期間に、

環境省から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（令和２年１２月２

５日付け環境会発第2012255号）に基づく指名停止の措置を受けていない

こと。 

(7)  入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係 

      がないこと。 

1) 資本関係 

  以下のいずれかに該当する二者の場合。 

① 親会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号の２に規

定する親会社等をいう。②において同じ。）と子会社等（同条第３号

の２に規定する子会社等をいう。②において同じ。）の関係にある場

合 

    ②  親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 
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    2) 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし①については、会社等（会

社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２号に規定

する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法第２条第４号に規定

する再生手続が存続中の会社等又は更生会社である場合は除く。 

①一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

② 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又

は会社更生法第６７条第１項の規定により専任された管財人（以下「管

財人」という。）を現に兼ねている場合 

③ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場

    合 

3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

     その他上記1)又は2)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認めら

       れる場合。 

(8)  建設業法に基づく本店、支店又は営業所が、京都府内に所在すること。 

（9） 以下に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がな  

い者を除く。）でないこと。 

  ・健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務 

  ・厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出

の義務 

  ・雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務 

(10) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準

ずるものとして、環境省発注の発注工事等からの排除要請があり、当

該状態が継続している者でないこと。  

 

５ 担当部局 

    〒６０２-０８８１  

    京都府京都市上京区京都御苑３番地 

環境省自然環境局京都御苑管理事務所 庶務科 

電話：０７５－２１１－６３４８   

電子メール：KYOTO-GYOEN@env.go.jp 

 

６ 競争参加資格の確認等  

(1) 本競争の参加希望者は、４に掲げる競争参加資格を有することを証明する

ため、次に掲げるところに従い、申請書及び資料を提出し、分任支出負担行

為担当官から競争参加資格の有無について確認を受けなければならない。 

  ４(2)の認定を受けていない者も次に掲げるところに従い申請書及び資料を
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提出することができる。この場合において、４(1)及び(3)から(9)までに掲

げる事項を満たしているときは、開札の時において４(2)に掲げる事項を満

たしていることを条件として競争参加資格があることを確認するものとする。

当該確認を受けた者が競争に参加するためには、開札の時において４(2)に

掲げる事項を満たしていなければならない。 

 なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者及び競争参加資格がない

と認められた者は、本競争に参加することができない。 

1) 提出期間：電子調達システムは、令和７年７月８日（火）から令和７年 

７月17日（木）１７時００分まで 

  紙入札方式は、令和７年７月８日（火）から令和７年７月17

日（木）１７時００分（１２時００分から１３時００分の

間を除く。）までとする。ただし、休日は除く。 

2) 提出場所： ５に同じ。 

3) 提出方法： 申請書及び資料の提出は、電子調達システムにより受付を行

う。ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式とする場合は、

提出場所へ「持参」又は「郵送（書留郵便等に限る。）若し

くは託送（書留郵便と同等のものとする。以下「郵送等」と

いう。）」すること。郵送等については、期限までに送付（必

着）すること。 

(2) 申請書は、別記様式１、別記様式２及び別記様式３により作成すること。 

(3) 資料は、次に従い作成すること。 

   下記1)の「同種工事の施工実績」及び下記2)の「（配置予定の）主任（監

理）技術者の資格・工事経験等」ついては、平成２１年度以降かつ申請書及

び資料の提出期限の日までに、工事が完成し、引き渡しが完了したものに限

り記載すること。 

なお、「同種工事の施工実績」(別記様式２)に記載する工事及び「主任（監

理）技術者の資格・工事経験等」（別記様式３）の「工事の経験の概要」に

記載する工事は、評定点が６５点以上であることとし、当該工事に係る工事

成績評定通知書等の評定点を証明する書類の写しを添付することを必須とす

るが、工事評定が実施されない実績や評定点が企業に通知されていない実績

にあっては、検査に合格したことを証明する書類又は、引き渡しが完了した

ことを証明する書類をもって６５点とみなす。また、「主任（監理）技術者

の資格・工事経験等」に係る工事で、転職等により工事成績評定通知書等の

評定点を証明する書類の写しを添付することが困難な実績にあっては、検査

に合格したことを証明する書類、引き渡しが完了したことを証明する書類又

は「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の写しをもって65点と見なす。

ただし、評定点が65点以上の実績の写しに限る。 
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評定点が、６５点未満のもの及び必要資料の添付がないものは、実績がな

いものと見なし、入札に参加できないので留意すること。 

1) 施工実績(別記様式２)  

４(4)に掲げる資格があることを判断できる同種工事の施工実績を別記様

式２に１件記載すること。 

2)（配置予定の）主任（監理）技術者の資格・工事経験等(別記様式３) 

① ４(5)に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の資格、

同種工事の経験及び申請時における他工事の従事状況等を別記様式３に

記載することとし、他の工事の従事状況においては、国・県・市町村・

民間等全てにおいて、専任、非専任の立場にかかわらず記載し、本工事

を受注した場合の対応措置においては、従事案件における発注者の意向

を踏まえ、明確に記載すること。経常建設共同企業体にあっては、構成

員のいずれかから専任で配置する４(5)の基準を満たし４(4)に掲げる同

種工事の実績を有した技術者と、その他の構成員から配置する４(5)の

基準を満たした技術者を配置すること。 

 なお、主任（監理）技術者は複数人（最大３人を限度・経常建設共同

企業体にあっては、構成員に対して最大３人を限度）の候補技術者を記

載することもできるが、技術者を評価する過程においては、配置予定者

として認められた者のうち、実績等が一番低いと判断される者で評価す

る。 

なお、配置予定者として４人以上の記載があった場合は、配置予定者

技術者として認められた者のうち、実績等が下位３名と判断される者に

競争参加資格を与え、それ以外の者については競争参加資格を与えない。

  また、技術者の資格において、実務経験年数を資格とする場合は、経

験年数が証明できる資料を添付すること。 

② 入札書投函後開札までの期間及び入札保留がなされている期間におい

て、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することが

できなくなった場合は、直ちに書面により入札辞退の申し出を行うこと。 

なお、その申し出に基づき投函された入札書は、無効とする。 

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とする場

合において、他の工事を落札したこと及びその他のやむを得ない理由（死

亡、傷病、出産、育児、介護、退職等）により配置予定の技術者を配置

することができなくなったときは、入札してはならず、申請書を提出し

た者は、直ちに当該申請書の取下げを行うこと。申請書等を電子調達シ

ステムにより提出した場合であっても、申請書等の取下げは書面により

行うこと。他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置する

ことができないにもかかわらず入札した場合においては、指名停止措置
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要領に基づく指名停止を行うことがある。 

 3) 契約書の写し 

    1)の同種工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し及び同

種工事の要件を満たす工事であることが確認できる資料を提出すること。

 ただし、当該工事が、ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、契約書の

写しを提出する必要はない。 

(4) 競争参加資格の審査において、申請書等の提出がない場合（必要書類の提

出不足等も含む。）又は他の入札参加者と本工事について相談等を行い作

成されたと認める場合など申請書等の記載内容が適正でない場合は競争参

加資格を認めない。     

  (5) 競争参加資格の確認は、申請書及び資料の提出期限の日をもって行うもの

とし、その結果は令和７年７月23日（水）までに電子調達システムにて通

知する。（ただし、書面により申請した場合は、書面等にて通知する。） 

(6) その他 

1) 申請書及び資料の作成並びに提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

2）分任支出負担行為担当官は、提出された申請書及び資料を競争参加資格

の確認以外に提出者に無断で使用しない。 

3）提出された申請書及び資料は、返却しない。 

4） 提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。 

5）申請書及び資料に関する問い合わせ先は５に同じ。 

6）電子調達システムにより申請書及び資料を提出する場合は、以下に留意

すること。 

①   配布（ダウンロード）された様式をもとに作成するものとし、ファイ

ル形式は以下による。 

・Microsoft Office Word（Word2010形式以下のもの） 

・Microsoft Office Excel（Excel2010形式以下のもの） 

・Just System 一太郎（一太郎2008形式以下のもの） 

・PDFファイル 

②   複数の申請書類は、原則１つのファイルにまとめ添付資料欄に添付し

て送信すること。 

なお、圧縮することにより１つのファイルにまとめたものは、１つの

ファイルの提出（圧縮ファイルの中に複数のファイル及びファイル形式

が混在していても良い。）として認める。ただし、圧縮ファイルの形式

は、Zip形式、lzh形式のみを認める。 

 なお、提出するファイル容量が、１つで３ＭＢ以上となる場合は、合

計１０ＭＢ以内までは、複数のファイルに分割して送信することを認め

る。提出するファイルの容量合計が１０ＭＢ以上となる場合は目録のみ
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送信し、別途ＣＤ-Ｒ等を令和７年７月17日（木）１７時００分までに郵

送等で提出すること。 

 

７ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

(1) 競争参加資格がないと認められた者は、分任支出負担行為担当官に対して

競争参加資格がないと認めた理由について、次に従い、書面（様式は自由）

により説明を求めることができる。 

1)  提出期限： 令和７年７月30日（水）１７時００分（必着） 

2)  提出場所： ５に同じ。 

3)  提出方法： 電子調達システムにより提出すること。提出後、５に提出

した旨を電話で通知すること。 

紙入札方式の場合は、持参又は郵送等とする。持参又は郵

送等の場合の提出場所は、５に同じ。 

(2) 分任支出負担行為担当官は、説明を求められたときは、令和７年８月５日

（火）までに説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

８ 入札説明書等に対する質問 

 (1) この入札説明書等に対する質問がある場合においては、次に従い、書面（様

式は自由）により提出すること。 

  1) 提出期間： 公告の日から令和７年７月29日（火）１７時００分まで。

（休日を除く。） 

持参する場合は、上記期間の９時００分から１７時００分

（１２時００分から１３時００分の間を除く。）まで。 

  2) 提出場所： ５に同じ。 

  3) 提出方法： 電子調達システムにより提出すること。提出後、５に提出

した旨を電話で通知すること。紙入札方式の者は、書面を持

参、電送（ファクシミリ）又は郵送等すること。 

   電子調達システムによる質問書の提出に当たっては、質問

書に業者名（過去に受注した具体的な工事名等の記載により、

業者名が類推される場合も含む。）を記載するなど、他の参

加者に自社の参加が知り得る状況となる質問を行った場合に

は、公正な入札の確保ができないため、その者は入札に参加

することができないものとする。 

  なお、当該質問者が既に競争参加資格を有している場合に

おいては、当該参加資格を取り消すこととする。 

(2) (1)の質問に対する回答書は、電子調達システムにより令和７年８月１日

(金)までに回答するので、確認すること。また、次のとおり閲覧にも供す
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る。紙入札方式の者に対しては電送（ファクシミリ）等で回答する。 

1) 期  間： 質問回答日から開札日前日まで（休日を除く。）の毎日、

９時００分から１７時００分（１２時００分から１３時００

分の間を除く。）まで。 

2) 場   所：５に同じ。  

 

９ 入札及び開札の日時及び場所等 

 (1) 入札書は、電子調達システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾

を得た場合は紙により開札日時及び場所に持参すること。入札書提出期限は

次のとおりとする。 

1) 電子調達システムによる入札の締切りは、令和７年８月７日（木）１３

時５９分。 

2) 開札は、下記(2)おいて、令和７年８月７日（木）１４時００分に行う。 

(2) 場所：〒６０２-０８８１   

      京都府京都市上京区京都御苑３番地 

        環境省自然環境局京都御苑管理事務所 会議室 

(3) その他：紙入札方式による競争入札の執行に当たっては、分任支出負担行

為担当官により競争参加資格があることが確認された旨の通知書

の写しを持参すること。電子調達の場合は、当該通知書の持参は

不要。 

 

10 入札方法等 

 (1) 入札書は、電子調達システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾

を得て、紙入札方式とする場合は、封緘のうえ、商号又は名称並びに住所、

あて名及び工事名を記載し持参すること。 

  この場合、入札心得に定める様式４による書面を開札時間までに提出するこ

と。 

また、入札心得に定める様式１による入札書を作成し、封筒に入れ封印し、

かつ、その封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）、宛名（「分任支

出負担行為担当官 環境省自然環境局京都御苑管理事務所長 殿」と記載）、

日付（開札日）及び件名（令和７年度京都御苑堤塘外周林管理工事入札書在

中）と記載して、開札日時に提出すること。 

(2) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に

記載すること。 
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 (3) 入札執行回数は、原則として２回を限度とする。 

 

11 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金 免除。 

 (2) 契約保証金 有。（契約書（案）第４条による。） 

なお、契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負代金額の１０分の

１以上とする。 

 

12 工事費内訳書の提出 

  (1) 第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した工

事費内訳書を電子調達システムにより提出を求める。 

電子調達システムによる入札の場合は、入札書に内訳書ファイルを添付し

同時送付すること。ただし、入札参加者が紙による入札を行う場合には、工

事費内訳書は表封筒と入札書を入れた中封筒の間に入れて、表封筒及び中封

筒に各々封緘をして提出すること。 

工事費内訳書の提出形式は、下記のとおりとする。 

 参考数量内訳書に掲げる工事区分、各工種、種別、細別に相当する項目に

対応するものの単位、員数、単価及び金額を表示したもの（様式自由。ただ

し、商号又は名称並びに住所及び工事名を記載するとともに、紙による入札

は押印すること。）。ただし、種別及び細別については、当該工事における

参考数量内訳書と同一でなくても良い。 

記載内容に不備がある場合は、入札を無効とすることがある。 

 (2) 入札参加者は、商号又は名称並びに住所、あて名及び工事名を記載し、記

名及び押印（電子調達システムにより工事費内訳書を提出する場合には押印

不要）を行った工事費内訳書を提出しなければならず、契約担当官又は分任

支出負担行為担当官（これらの者の補助者を含む。）が提出された工事費内

訳書について説明を求めることがある。また、工事費内訳書が、下記の表各

項に掲げる場合に該当するものについては、原則として当該工事費内訳書提

出業者の入札を無効とする。 

(3)  工事費内訳書は、必要に応じ公正取引委員会に提出することがある。 

 

    表                                                                  

 

 

 

 

１ 未提出であると認められ 

 る場合 

 （未提出であると同視でき

る場合を含む。） 

(1) 内訳書の全部又は一部が提出されていない場合 

(2) 内訳書とは無関係な書類である場合 

(3) 他の工事の内訳書である場合 

(4) 白紙である場合 
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(5) 
内訳書に押印が欠けている場合（電子調達システム

により工事費内訳書が提出される場合を除く。） 

(6) 内訳書が特定できない場合 

(7) 他の入札参加者の様式を入手し、使用している場合 

２ 記載すべき事項が欠けて 

  いる場合 
(1) 内訳の記載が全くない場合 

(2) 
入札説明書、指名通知書等に指示された項目を満た

していない場合 

３ 添付すべきではない書類 

  が添付されていた場合 (1) 他の工事の内訳書が添付されていた場合 

４ 記載すべき事項に誤りが 

  ある場合 

 

(1) 発注者名に誤りがある場合 

(2) 発注案件名に誤りがある場合 

(3) 提出業者名に誤りがある場合 

(4) 内訳書の合計金額が入札金額と大幅に異なる場合 

５ その他未提出又は不備がある場合 

                                                                       

13 開札                                                             

 (1) 開札は、電子調達システムにより行うこととし、入札事務に関係のない 

  職員を立ち会わせて行う。   

 (2) 紙による入札を行う場合には、入札参加者又はその代理人は開札に立ち 

  会うこと。  

 入札参加者又はその代理人が開札に立ち会わない場合は、入札事務に関 

係のない職員を立ち会わせて開札を行う。 

なお、紙入札方式参加者で、第１回目の開札に立ち会わない場合でも、当

該紙による入札参加者の入札は有効と扱うが、再度入札を行うこととなった

場合には、再度入札を辞退したものとして取り扱われること。 

(3) 第１回目の入札において落札者が決定しなかった場合、再度入札に移行す

る。再度入札の日時等については、発注者から指示する。この場合、発注

者から再入札通知書を送信するので、電子調達システム使用端末の前でし

ばらく待機すること。  

  なお、開札処理に時間を要する場合は、発注者から開札状況を電子調達

システムにより連絡する。 

 

14 入札の無効 

入札公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、６(4)において参加

資格「無」とした者の入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者が行った入

札並びに環境省入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反した入

札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を
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取り消す。 

なお、分任支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨確認された者で

あっても、開札の時において４に掲げる資格のない者は、競争参加資格のない

者に該当する。 

 

15 落札者の決定方法 

(1) 予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者と

なるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した

履行がなされないおそれがあると認められるとき、又は、その者と契約を締

結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適

当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札

した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

 また、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、指名停止の措置が講じら

れるので注意されたい。 

(2) 落札者となるべき者の入札価格が予決令第８５条に基づく調査基準

価格を下回る場合は、18(1)に示すとおり、予決令第８６条の調査を行

うものとする。  

なお、調査基準価格とは、予定価格算出の基礎となった次の 1）から

4)に掲げる額の合計に、 100分の 110を乗じて得た額とする。ただし、

その予定価格に10分の9.2を乗じて得た額を超える場合にあっては予定

価格に 10分の 9.2を乗じた額を、予定価格に 10分の 7.5を乗じて得た額

に満たない場合にあっては予定価格に10分の7.5を乗じて得た額とする。 

 1) 直接工事費の額に 10分の 9.7を乗じて得た額  

  2) 共通仮設費の額に 10分の９を乗じて得た額  

 3) 現場管理費の額に 10分の９を乗じて得た額  

  4) 一般管理費費の額に 10分の 6.8を乗じて得た額  

 

16 非落札理由の説明 

(1) 非落札者のうち、落札者の決定結果に対して不服がある者は、落札者決定

の公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を除く。）以内に電子調達

システムにより、分任支出負担行為担当官に対して非落札理由についての説

明を求めることができる。ただし、紙入札方式の場合は紙により提出するこ

とができる。 

(2) 上記(1)の非落札理由について説明を求められたときは、説明を求めるこ

とができる最終日の翌日から起算して５日（休日を除く。）以内に電子調達

システムにより回答する。ただし、紙により提出された者に対しては、書面
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により回答する。 

 

17 配置予定技術者の確認 

 落札者決定後、資格要件を満たしていない事が判明した場合や、ＣＯＲＩ

ＮＳ等により配置予定の監理技術者等の専任制違反の事実が確認された場合

は、契約を結ばないことがある。 

 なお、病休・死亡・退職等極めて特別な場合でやむを得ないとして承認さ

れた場合の外は、申請書の差替えは認められない。病気等特別な理由により、

やむを得ず配置予定技術者を変更する場合は、４(5)に掲げる基準を満たし、

かつ当初の配置予定技術者と同等以上の者を配置しなければならない。 

  なお、主任技術者又は監理技術者の配置に当たっては、「監理技術者制度運

用マニュアル（平成２８年１２月１９日国土交通省総合政策局建設業課）」

によらなければならない。 

 

18 調査基準価格を下回った場合の措置 

 (1) 調査基準価格を下回って入札が行われた場合は、入札を「保留」とし、契

約の内容が履行されないおそれがあると、認めるか否かについて、入札者か

ら事情聴取、関係機関の意見照会等の調査を行い、落札者の決定をする。こ

の調査期間に伴う本工事の工期延期は行わない。 

  (2) 別に配置を求める技術者 

   専任の配置技術者の配置が義務づけられている工事において、調査基準価

格を下回った価格をもって契約する場合においては、契約の相手方が京都御

苑管理事務所管内で入札日から過去２年以内に完成した工事、あるいは入札

時点で施工中の工事に関して、以下のいずれかに該当する場合、監理技術者

とは別に、４(5)に定める要件と同一の要件（４(5)2）に掲げる工事経験を

除く。）を満たす技術者を、専任で１名現場に配置することとする。 

  1)  ６５点未満の工事成績評定を通知された企業 

  2)  発注者から施工中又は施工後において工事請負契約書に基づいて修補又

は損害賠償を請求された企業。ただし、軽微な手直し等は除く。 

  3)  品質管理、安全管理に関し、指名停止又は部局長若しくは総括監督員か

ら書面により警告若しくは注意の喚起を受けた企業 

  4)  自ら起因して工期を大幅に遅延させた企業 

    なお、当該技術者は施工中、監理技術者を補助し、監理技術者と同様の

職務を行うものとする。また、上記の技術者を求めることとなった場合に

は、その氏名その他必要な事項を監理技術者の通知と同様に分任支出負担

行為担当官に通知することとする。 

(3) 予決令第８６条に規定する調査（低入札価格調査）を受けた者との契約に
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ついては、その契約の保証について請負代金額の10分の３以上とする。また、

別冊工事契約書案第３５条第１項中「１０分の４」を「１０分の２」とし、

第６項、第７項及び第８項もこれに準じて割合を変更する。 

   

19 契約書作成の要否等 

 別冊契約書（案）により、契約書を作成するものとする。 

 

20 支払い条件 

前金払は次のとおりとする。 

 前金払の有無 有  

    

21 火災保険付保の要否 要                                           

                                                 

22 本工事に直接関連する他の工事の請負契約を本工事の請負契約の相手方との

随意契約により締結する予定の有無 無                                  

                                                        

23 再苦情申立て 

  分任支出負担行為担当官から競争参加資格がないと認めた理由の説明に不服

がある者は、７(2)の回答を受け取った日の翌日から起算して７日（休日を除

く。）以内に行う。 

また、非落札者のうち落札者の決定結果の説明に不服がある者は、16(2)の

回答を受け取った日の翌日から起算して７日（休日を除く。）以内に、書面に

より、環境省大臣官房会計課長に対して、再苦情の申立てを行うことができる。

 当該再苦情申立については、環境省入札監視委員会が審議を行う。 

(1) 再苦情申立ての問い合わせ及び提出先 

  環境省大臣官房会計課 監査指導室 

  〒100-8975  東京都千代田区霞が関１丁目２番２号 

           中央合同庁舎５号館２４階 

         電話：０３-３５８１-３３５１（代表）             

 (2) 受付時間：休日を除く毎日、１０時００分から１６時００分(１２時００ 

分から１３時００分の間を除く。) まで。         

(3) 再苦情申立書の様式の入手先は、５に同じ。 

    

24 関連情報を入手するための照会窓口 ５に同じ。 

 

25 その他 

 (1) 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限
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    る。 

(2) 入札参加者は、別冊の環境省入札心得及び別冊契約書案を熟読し、環境省

入札心得を遵守すること。 

(3) 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に

基づく指名停止を行うことがある。 

 (4) 落札者は、6(3)の資料に記載した配置予定の技術者を、本工事の現場に配

置すること。 

 (5) 入札説明書を入手した者は、これを本入札手続き以外の目的で使用しては

    ならない。 

(6) 電子調達システムは、２４時間、３６５日使用できる。ただし、システム

メンテナンス時を除く。  

(7) 障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりと

    する。 

   ・システム操作・接続確認等の問い合わせ先 

    政府電子調達システムヘルプデスク 

      TEL 0570-000－683 (ナビダイヤル) 

    政府電子調達システムホームページアドレス  

       https://www.geps.go.jp/ 

    ただし、申請書類、応札等の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要

する場合は、５へ連絡すること。  

  (8) 入札参加希望者が電子調達システムで書類を送信した場合には、通知、 

通知書及び受付票を送信者に発行するので、必ず確認すること。 

  (9) 落札となるべき入札をした者が２人以上いるときは、当該者にくじを引

かせて落札者を決定する。 

       なお、くじの日時及び場所については、発注者から別途指示する。 

(10) 電子調達システムによる入札書等の提出は通信状況によりデータの送付

に時間を要する場合があるので、時間に余裕を持って行うこと。 

(11) 提出ファイルは事前にウイルスチェックなどで安全性を確認した上で送  

信すること。 

(12) その他不明な点についての照会先 

    ５に同じ     

https://www.geps.go.jp/

